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１　再点検の経緯・視点

（１）今回の再点検の経緯等
　　大阪府指定出資法人への人的関与の再点検については、法人を取り巻く社会情勢等の変化により、法人と府の役割はもとより、法人が抱える課題等に大きな変化が生じることが想定されることから、当審議会において、一定の期間（概ね３年間）ごとに、人的関与の継続の要否を確認しており、平成28年7月には、府が関与する16法人23ポストについての再点検に関する意見書をとりまとめた。
今般、一昨年に再点検を行った『大阪外環状鉄道株式会社』の代表取締役社長（常勤）ポスト及び常務取締役（常勤）ポストについて、改めて再点検の必要が生じたため、法人所管部局に対するヒアリング及び質疑を実施した。


【今回再点検の経過】
　第１回（平成３０年８月９日）
　　○指定出資法人への人的関与の再点検について
　第２回（平成３０年９月1９日）
　　○指定出資法人への人的関与の再点検について
法人所管部局に対するヒアリング・質疑（１法人２ポスト）
　第３回（平成３０年１０月2日）
　　　　　○指定出資法人の人的関与の再点検に関する意見書とりまとめ　　



（２）再点検の視点
　　再点検にあたっては、「法人の持つ公共的な使命や、経営状況の悪化により府民負担が増大することがないかなど、法人が抱える課題や役員に課せられた責務を踏まえ、本当に府関係者が法人の役員に就任する必要があるのかどうか、府民目線により必要性の検討を行う」という、これまでの再点検の視点により審議を行った。
　　また、ヒアリングにあたっては、法人としての「取り組むべき課題の重要性」及び「法人課題と対象役員の職務との関連性」を中心に、「府の人的関与の必要性」について慎重に検討を行い、最終的に以下のとおり、審議会として意見をとりまとめたところである。








２　再点検の結果
　前述の視点に立ち、再点検を行った結果は、以下のとおりである。

大阪外環状鉄道株式会社「代表取締役社長（常勤）」及び「常務取締役（常勤）」ポストについて




[審議会意見]　人的関与の必要性が『条件付きで認められる』

　同社は、沿線住民の利便性向上、都心ターミナルの混雑緩和及び沿線地域のまちづくりへの貢献等に向け、既存の城東貨物線を活用して、おおさか東線を整備するために、大阪府・大阪市・ＪＲ西日本が中心となって設立した法人であり、平成３０年度末に全線開業を予定しているところである。
　全線開業後は、残事業として家屋補償及び環境アセス対応の遂行に２年を要する見込みであり、設立経緯などを踏まえると、少なくとも残事業完了までの間は、大阪府・大阪市・JR西日本の３大株主が責任をもって対応するとしたスキームが維持される必要があることから、府の関与の必要性が認められる。
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